
 

令和３年度 

島根県 

県民経済計算 
県民経済活動の大きさとしくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１月 
 

 

島  根  県 
 



 



 

は じ め に 

 

 

県民経済計算は、県内における１年間の経済活動の成果を、財やサービスの「生産」、

所得の「分配」、消費や投資などの「支出」の三面からとらえた総合的な地域の経済指

標です。国民経済計算（ＧＤＰ統計）の県版に当たり、島根県では昭和25年から作成

しています。 

県経済の規模、成長率、産業構造など県内経済の姿をとらえようとするもので、主

に以下のような指標があります。 

  ・県内総生産（生産側、支出側） 

  ・経済活動別総生産 

  ・県民所得 

  ・経済活動別の就業者数及び雇用者数 

 島根県県民経済計算の推計にあたっては、内閣府経済社会総合研究所から示された

「県民経済計算標準方式」に基づき推計しています。国においては昭和31年に初めて

「県民所得の標準方式」が作成され、現在、平成27年基準が最新となっています。 

 この報告書は、令和３年度の推計結果をとりまとめたものですが、本書が地域の経

済分析をはじめ、行財政施策、学術研究などの基礎資料として幅広く活用されること

を期待するとともに、今回の推計のために貴重な資料を提供いただいた関係機関の皆

様に対し厚くお礼を申し上げます。 

 

 

  令和６年１月 

 

島根県政策企画局統計調査課長 

  



利用上の注意 

 

１．令和３年度島根県県民経済計算は、「2008 年国民経済計算体系」に基づいて内閣府経

済社会総合研究所が示した「県民経済計算標準方式（2015 年（平成 27 年）基準版）」

(https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/sakusei

.html）に準拠して、平成 23年度から令和３年度までを推計しています。 

 

２．県民経済計算は、遡及改定された国民経済計算の数値を取り入れるなど、最新の統計

資料を用いて再推計を行うとともに、必要に応じて推計方法・概念を見直し、過去の推

計値の遡及改定を行っています。このため、令和２年度以前の平成 23 年度までの数値は

変更しているので、本書（最新版）の数値を利用してください。 

なお、過去に公表した平成 22年度以前の数値は、基準年が異なるため、接続しており

ませんのでご注意ください。 

 

３. 令和元年度県民経済計算より、平成 27年基準改定による推計方法、概念、表章形式

等を導入しており、それ以前との主な変更点は次のとおりです。 

   (1) デフレーターの基準年を平成 23年から平成 27年に変更。 

   (2) 国民経済計算の平成 27年基準改定に合わせて、次の変更を実施。 

① 平成 27 年（2015 年）産業連関表で新たに反映された「改装・改修（リフォー

ム・リニューアル）」を計上。 

② 2008SNA(以下「08SNA」という。)対応として「娯楽作品原本の資本化」を反

映。 

③ 経済活動を適切に反映するため「住宅宿泊事業」（いわゆる民泊）を反映。など 

   (3) 08SNA の準地域概念を導入し、一般政府を「中央政府等」（中央政府及び全国単位

の社会保障基金ならびにそれらの地域事業所）と「地方政府等」（地方政府及び地方

単位の社会保障基金）に分け、中央政府等はどの地域にも属さない域外（準地域）

に位置するとの扱いに変更。 

     

４．統計表やグラフなどの数値は、単位未満を四捨五入していますので、総数と内訳が一

致しない場合があります。 

 

５．表中の符号は、次のとおりです。 

   「 ０ 」・・・・表章単位に満たないもの 

   「 － 」・・・・該当がないもの 
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６．表中の産業の内訳は、「県民経済計算推計方法ガイドライン（2015 年（平成 27 年）基

準版）」に準拠した、JSNA 経済活動別分類であり、次の区分で表章しています。日本標

準産業分類とは一致していません。 

     第１次産業・・農林水産業 

     第２次産業・・鉱業、製造業、建設業 

     第３次産業・・電気・ガス・水道・廃棄物処理業、卸売・小売業、運輸・郵便業、 

            宿泊・飲食サービス業、情報通信業、金融・保険業、不動産業、専

門・科学技術・業務支援サービス業、公務、教育、保健衛生・社会

事業、その他のサービス 

 

７．表中の国の数値は、「令和３年度 国民経済計算年報」によるものです。 

 

８．実質値は、2015 暦年（平成 27暦年）連鎖価格です。 

県民経済計算の実質値は、連鎖方式を適用しています。連鎖方式による実質値には、

加法整合性が成立しないため、総数と内訳は一致しません。 

   

・連鎖方式 

前年を基準年とし、指数を毎年の積み重ねで接続していく方法で、基準年は毎年更新

されます。実質値の計算に用いられるデフレーターは、固定基準年方式では基準年か

ら離れるほど経済実勢から乖離する傾向がありますが、連鎖方式では、基準年を毎年

更新していくため、乖離はほぼ生じないとされています。 

 

９．本書に掲載しているデータは、ホームページでもご覧いただけます。 

（ダウンロード可） 

   https://pref.shimane-toukei.jp/                  検索 

 

10．内容についての照会は、下記へお願いします。 

       〒690-8501 島根県松江市殿町１番地 

     島根県政策企画局 統計調査課 経済計算係 

      ＴＥＬ ０８５２－２２－５０９５  

            ＦＡＸ  ０８５２－２２－６０４４ 

しまね統計情報データベース 
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１  概要 

（１）日本経済の動向 

 令和３年度の日本経済は、４月に新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等重点措置の

適用及び第３回の緊急事態宣言が発出されるなど、前年度に引き続き感染拡大を防ぐための様

々な制限を受けることとなった。ただし、緊急事態宣言が解除された 10 月以降、経済社会活

動の水準が段階的に引き上げられ、ウィズコロナの考え方の下、コロナに対する社会の行動変

容も進んだことから、感染症による下押し圧力を受けながらも、経済全体では前年度の落ち込

みから持ち直しの動きをみせた。 

 この結果、令和３年度のＧＤＰは、名目で 550 兆 5304 億円（前年度比＋2.4％）となり２年

ぶりのプラス、実質経済成長率も＋2.5％で３年ぶりのプラス成長となった。（表１、図１） 

 

（２）島根県経済の動向 

 島根県においても、緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置に伴う行動制限や自粛による経

済社会活動の抑制により、前年度に引き続き宿泊や飲食サービス等の産業活動が停滞する一方

で、製造業の生産活動等が持ち直したことから、令和３年度の県内総生産は、名目で 2 兆 6707

億円となり、前年度比＋712 億円（同＋2.7％）の増加、実質では 2 兆 6216 億円となり、前年

度比＋606 億円（同＋2.4％）の増加となった。 

 県民所得は、雇用者報酬及び企業所得などの増加に伴い 1 兆 9343 億円となり、前年度比  

＋629 億円（同＋3.4％）の増加、１人当たり県民所得は 290 万 9 千円となり、前年度比＋12 万

1 千円（同＋4.3％）の増加となった。（表１、図１） 
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（３）県内総生産の全国シェアの推移 

 県内総生産(名目)の全国シェアの推移をみると、令和３年度は 0.49％となった。（図２） 
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図１ 対前年度増加率（経済成長率）の推移
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２ 県内総生産（生産側） 

（１）県内総生産（生産側・名目）の状況 

  ①県内総生産は、名目では 2 兆 6707 億円で前年度比＋712 億円、＋2.7％となった。 

  （表２、図３） 

②寄与度の内訳 （図４） 

第１次産業 ▲0.1％  

第２次産業 ＋1.1％（製造業＋1.3％など） 

第３次産業 ＋1.2％（卸売・小売業＋0.5％など） 

 

（２）産業３部門別及び経済活動別の対前年度の状況 

  ①第１次産業  

 第１次産業の総生産は 396 億円で、前年度比▲38 億円、▲8.8％となった。 

  

  ②第２次産業  

 第２次産業の総生産は 6982 億円で、前年度比＋277 億円、＋4.1％となった。 

  

  ③第３次産業  

 第３次産業の総生産は 1 兆 9049 億円で、前年度比＋303 億円、＋1.6％となった。 

 

 

  

 表２  経済活動別県（国）内総生産（名目）
単位：億円、％

実　　　　　数 対前年度増加率 構     成     比 対前年度増加寄与度
項         目 島  根  県 島  根  県 国 島  根  県 国 島  根  県 国

２年度 ３年度 増減額 ２年度 ３年度 ３年 ２年度 ３年度 ３年 ２年度 ３年度 ３年
 県(国)内総生産 25,995 26,707 712 ▲ 2.4 2.7 1.9 100.0 100.0 100.0 ▲ 2.4 2.7 1.9

1 農林水産業 434 396 ▲ 38 ▲ 6.3 ▲ 8.8 ▲ 5.7 1.7 1.5 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1

2 鉱業 39 34 ▲ 5 4.0 ▲ 11.8 ▲ 3.8 0.1 0.1 0.1 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0

3 製造業 4,304 4,652 349 ▲ 4.2 8.1 4.3 16.6 17.4 20.0 ▲ 0.7 1.3 0.9

4 881 812 ▲ 69 ▲ 13.2 ▲ 7.9 ▲ 12.3 3.4 3.0 3.2 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.4

5 建設業 2,362 2,295 ▲ 67 6.8 ▲ 2.8 ▲ 2.1 9.1 8.6 5.7 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.1

6 卸売・小売業 2,823 2,949 126 ▲ 5.7 4.5 9.0 10.9 11.0 12.7 ▲ 0.6 0.5 1.1

7 運輸・郵便業 993 1,055 62 ▲ 10.9 6.2 ▲ 0.6 3.8 3.9 4.2 ▲ 0.5 0.2 ▲ 0.0

8 宿泊・飲食サービス業 373 366 ▲ 7 ▲ 42.4 ▲ 1.9 ▲ 14.2 1.4 1.4 1.7 ▲ 1.0 ▲ 0.0 ▲ 0.2

9 情報通信業 879 830 ▲ 50 7.9 ▲ 5.7 2.3 3.4 3.1 5.1 0.2 ▲ 0.2 0.1

10 金融・保険業 778 812 34 ▲ 4.7 4.4 3.4 3.0 3.0 4.2 ▲ 0.1 0.1 0.1

11 不動産業 2,827 2,809 ▲ 19 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.3 10.9 10.5 12.2 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.0

12 1,819 1,937 118 4.5 6.5 2.5 7.0 7.3 8.7 0.3 0.5 0.2

13 公務 1,766 1,783 17 ▲ 0.6 1.0 1.3 6.8 6.7 5.2 ▲ 0.0 0.1 0.1

14 教育 1,436 1,446 11 1.9 0.7 0.2 5.5 5.4 3.5 0.1 0.0 0.0

15 保健衛生・社会事業 3,227 3,281 53 0.9 1.7 3.5 12.4 12.3 8.2 0.1 0.2 0.3

16 その他のサービス 944 970 26 ▲ 7.3 2.8 1.8 3.6 3.6 3.7 ▲ 0.3 0.1 0.1

   輸入品に課される税等 110 280 170 44.3 154.4 91.7 0.4 1.0 0.6 0.1 0.7 0.3

 　　　　第１次産業 434 396 ▲ 38 ▲ 6.3 ▲ 8.8 ▲ 5.7 1.7 1.5 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1

　　　 　第２次産業 6,705 6,982 277 ▲ 0.6 4.1 2.9 25.8 26.1 26.0 ▲ 0.1 1.1 0.7

　　　 　第３次産業 18,746 19,049 303 ▲ 3.2 1.6 1.9 72.1 71.3 72.7 ▲ 2.3 1.2 1.4
（注）不動産業の総生産には持ち家の帰属家賃を含む。

専門・科学技術、業務支援

電気･ｶﾞｽ･水道・廃棄物業
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（３）産業３部門別及び経済活動別の構成比の推移 

①令和３年度の県内総生産に占める産業３部門別の構成比 

 第１次産業は 1.5％、第２次産業は 26.1％、第３次産業は 71.3％となった。（図５） 

 ②令和３年度の経済活動別の構成比 

 ・第１次産業 

   農林水産業は 1.5％となった。 

 ・第２次産業 

   製造業は 17.4％、建設業は 8.6％などとなった。 

 ・第３次産業 

保健衛生・社会事業が 12.3％、卸売・小売業は 11.0％、持ち家の帰属家賃を含む不動

産業は 10.5％などとなった。 

 

   （注１）県内総生産は輸入品に課される税等を含むため、産業３部門別構成比の総和は 100％に満たない。 

   （注２) 不動産業の総生産には持ち家の帰属家賃を含む。 
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図５ 経済活動別県内総生産の構成比と推移
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③製造業内訳の構成比と推移 

   製造業の内訳をみると、電子部品・デバイスの占める割合が最も高く 27.8％、一次金属が   

18.7％、はん用・生産用・業務用機械が 12.5％などとなった。（図６） 

 

 

 

 

 

食料品

10.1 

9.7 

9.0 

8.0 

8.4 

8.5 

7.8 

7.5 

7.5 

9.3 

8.3 

繊維製品

3.0 

3.3 

2.9 

3.0 

4.1 

3.3 

3.0 

3.1 

2.9 

2.8 

1.9 

パルプ・紙

・紙加工品

4.0 

3.2 

2.7 

3.2 

2.9 

3.1 

2.9 

3.1 

2.9 

2.8 

2.6 

化学・石油・

石炭製品

5.6 

3.9 

2.6 

2.1 

3.4 

3.4 

3.8 

3.7 

3.8 

3.1 

4.2 

窯業・

土石製品

4.3 

3.8 

3.6 

3.5 

3.6 

3.8 

3.1 

2.8 

3.2 

3.5 

2.8 

一次金属

19.8 

23.5 

23.3 

23.6 

18.4 

23.5 

20.8 

17.4 

19.8 

19.7 

18.7 

金属製品

2.9 

3.6 

3.6 

3.3 

3.4 

3.3 

4.2 

3.7 

3.4 

3.1 

3.0 

はん用

生産用

業務用

14.9 

15.7 

16.3 

16.5 

16.1 

14.0 

14.4 

14.0 

13.0 

12.4 

12.5 

電子部品・

デバイス

16.6 

11.7 

14.6 

17.1 

19.2 

17.8 

19.8 

23.2 

23.5 

24.3 

27.8 

電気機械

2.1 

3.3 

2.8 

1.7 

2.0 

2.7 

2.2 

2.5 

2.4 

3.1 

1.9 

情報・

通信機器

1.1 

1.1 

1.5 

1.7 

1.9 

1.7 

1.6 

3.6 

2.0 

1.8 

2.1 

輸送用機械

6.8 

7.6 

7.1 

7.0 

6.8 

7.8 

8.2 

8.0 

7.7 

5.7 

6.5 

その他

8.8 

9.6 

10.0 

9.5 

9.9 

7.2 

8.3 

7.3 

7.9 

8.4 

7.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

平成23年度

24年度

25年度

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

令和元年度

2年度

3年度

（％）

図６ 製造業の県内総生産の構成比と推移
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３ 県民所得 

（１）県民所得 

・県民所得は、1 兆 9343 億円で前年度比＋629 億円、＋3.4％となった。 

・このうち、雇用者報酬は 1 兆 3123 億円で前年度比＋306 億円、＋2.4％、財産所得は 1498

億円で同＋220 億円、＋17.2％、企業所得は 4722 億円で同＋103 億円、＋2.2％となった。 

 （表３、図７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２年度 ３年度 増減額 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度

１.雇用者報酬 12,817 13,123 306 ▲ 5.7 2.4 68.5 67.8 ▲ 3.8 1.6

　(1)賃金・俸給 10,776 11,070 293 ▲ 6.7 2.7 57.6 57.2 ▲ 3.8 1.6

　(2)雇主の社会負担 2,040 2,053 13 ▲ 0.0 0.6 10.9 10.6 ▲ 0.0 0.1

２.財産所得 1,278 1,498 220 2.5 17.2 6.8 7.7 0.2 1.2

　(1)一般政府(地方政府等) 166 218 51 71.9 30.9 0.9 1.1 0.3 0.3

　(2)家　　計 1,086 1,250 164 ▲ 3.4 15.1 5.8 6.5 ▲ 0.2 0.9

　(3)対家計民間非営利団体 26 31 4 ▲ 0.7 17.0 0.1 0.2 ▲ 0.0 0.0

３.企業所得 4,619 4,722 103 ▲ 12.7 2.2 24.7 24.4 ▲ 3.3 0.5

　(1)民間法人企業 3,489 3,640 151 ▲ 15.7 4.3 18.6 18.8 ▲ 3.2 0.8

　(2)公的企業 ▲ 276 ▲ 244 33 ▲ 12.8 11.9 ▲ 1.5 ▲ 1.3 ▲ 0.2 0.2

　(3)個人企業 1,406 1,325 ▲ 81 0.6 ▲ 5.8 7.5 6.9 0.0 ▲ 0.4

４.県民所得 (1+2+3) 18,714 19,343 629 ▲ 7.0 3.4 100.0 100.0 ▲ 7.0 3.4

単位：億円、％

実数

表３　県民所得の分配

構成比対前年度増加率
項　　目

対前年度増加寄与度
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・県民所得の対前年度増加率＋3.4％に対する項目別寄与度をみると、雇用者報酬が＋1.6％、

財産所得が＋1.2％、企業所得が＋0.5％となった。（図８） 

 

 

（２）１人当たり県民所得 

・県民所得の総額を県の総人口で割った１人当たり県民所得は、290 万 9 千円で前年度比 

 ＋12 万 1 千円、＋4.3％となり、2 年ぶりの増加となった。（図９） 

 

1人当たり県民所得

（千円）
2,531 2,513 2,611 2,647 2,835 2,824 2,869 2,896 2,971 2,788 2,909

県民所得
（億円）

18,042 17,790 18,371 18,495 19,682 19,503 19,695 19,764 20,128 18,714 19,343

県人口

（千人）
713 708 704 699 694 691 687 682 677 671 665

1人当たり県民所得

対前年増加額（千円）
－ ▲ 18 98 36 188 ▲ 11 45 27 75 ▲ 183 121 

1人当たり県民所得
対前年増加率（％）

－ ▲ 0.7 3.9 1.4 7.1 ▲ 0.4 1.6 1.0 2.6 ▲ 6.2 4.3 

2,531 2,513 

2,611 
2,647 

2,835 2,824 
2,869 

2,896 

2,971 

2,788 

2,909 

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

平成 令和

（千円） 図９ 1人当たり県民所得の推移

1人当たり県民所得

0

（注）１人当たり県民所得は、企業の利益なども含めた地域経済全体の所得水準を表しており、個人の所得水準を表すものではありません。
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４  県内総生産(支出側) 

（１）県内総生産（支出側、名目） 

 ・県内総生産（支出側、名目）を項目別にみると、民間最終消費支出は 1 兆 5413 億円で前

年度比＋395 億円、＋2.6％、地方政府等最終消費支出は 6311 億円で同＋158 億円、＋2.6

％、県内総資本形成は 7479 億円で同▲37 億円、▲0.5％となった。（表４、図 10） 

 

 

 

 

表４　県内総生産（支出側、名目）
単位：億円、％

実　数 対前年度増加率 対前年度増加寄与度

２年度 ３年度 増減額 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度
県内総生産(支出側) 25,995 26,707 712 ▲ 2.4 2.7 ▲ 2.4 2.7

１．民間最終消費支出 15,018 15,413 395 ▲ 6.2 2.6 ▲ 3.7 1.5
(1)家計 14,419 14,857 439 ▲ 7.0 3.0 ▲ 4.1 1.7
(2)対家計民間非営利団体 599 556 ▲ 43 21.0 ▲ 7.2 0.4 ▲ 0.2

２．地方政府等最終消費支出 6,154 6,311 158 1.0 2.6 0.2 0.6

３．県内総資本形成 7,516 7,479 ▲ 37 ▲ 13.0 ▲ 0.5 ▲ 4.2 ▲ 0.1
(1)総固定資本形成 7,730 7,667 ▲ 63 ▲ 8.3 ▲ 0.8 ▲ 2.6 ▲ 0.2
　　民間a. 民　間 5,057 4,906 ▲ 150 ▲ 12.4 ▲ 3.0 ▲ 2.7 ▲ 0.6

(a)住　宅 906 795 ▲ 111 ▲ 4.6 ▲ 12.2 ▲ 0.2 ▲ 0.4
(b)企業設備 4,151 4,111 ▲ 40 ▲ 13.9 ▲ 1.0 ▲ 2.5 ▲ 0.2

　　公的b. 公　的 2,673 2,760 87 0.5 3.3 0.0 0.3
(a)住　宅 28 33 4 ▲ 23.6 14.9 ▲ 0.0 0.0
(b)企業設備 250 184 ▲ 66 ▲ 15.7 ▲ 26.6 ▲ 0.2 ▲ 0.3
(c)一般政府 2,395 2,544 149 2.9 6.2 0.3 0.6

(2)在庫変動 ▲ 214 ▲ 187 26 - - ▲ 1.6 0.1

４．財貨・サービスの移出入等 ▲ 2,692 ▲ 2,496 196 - - 5.3 0.8
(1)財貨・サービスの移出入(純） ▲ 3,391 ▲ 3,042 349 - - 0.7 1.3
(2)統計上の不突合 699 546 ▲ 153 - - 4.6 ▲ 0.6

項　　目

1,508 1,508 1,547 1,531 1,544 1,548 1,582 1,596 1,600 1,502 1,541

571 578 573 583 593 593 601 604 609
615 631

428 445 447 452 529 508
521 553 591

496 474

268 258 276 268
242 239 230 235

273

255 274

▲ 358 ▲ 414 ▲ 424 ▲ 380 ▲ 324 ▲ 297 ▲ 331 ▲ 353 ▲ 409
▲ 269 ▲ 250

2,417 2,376 2,420 2,453
2,583 2,591 2,603 2,635

2,665
2,600 2,671

▲ 600

▲ 100

400

900

1,400

1,900

2,400

2,900

3,400

3,900

平成23年度 24 25 26 27 28 29 30 令和元年度 2 3

（10億円） 図10 県内総生産（支出側、名目）の推移

民間最終消費支出 地方政府等最終消費支出 総資本形成（民間）

総資本形成（公的） 移出入等

(注1) 総資本形成（民間・公的）＝総固定資本形成+在庫変動

(注2) 移出入等＝財貨･サービスの移出入（純）＋統計上の不突合
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（２）需要項目別寄与度 

  ・県内総生産（支出側、名目）の対前年度増加率＋2.7％に対する需要項目別寄与度をみる   

と、民間最終消費支出が＋1.5％、地方政府等最終消費支出が＋0.6％、民間固定資本形成が

▲0.6％、公的固定資本形成が＋0.3％、在庫変動が＋0.1％、移出入等が＋0.8％となった。     

（図 11）  
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増加率、寄与度（％） 図11 県内総生産（支出側、名目）の対前年度増加率に対する項目別寄与度の推移

民間最終消費支出 地方政府等最終消費支出

民間固定資本形成 公的固定資本形成

在庫変動 移出入等

県内総生産（支出側）の増加率
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【 参　考 】県民経済計算の諸系列の相互関連（値は令和３年度値）

県内産出額

（市場価格表示）

4兆6493億円

県内総生産

（市場価格表示）

2兆6707億円

(控除)補助金(中央政府、地方政府)

生産・輸入品に課される税(中央政府、地方政府)

生産・輸入品に課される税（控除）補助金

県内純生産

（市場価格表示）

2兆495億円

県内純生産

（要素費用表示）

1兆9090億円

域外からの要素所得（純） （内訳：雇用者報酬(純) ▲46億円 、財産所得(純) ）

県民純生産

（要素費用表示）

1兆9343億円

県民所得 財産所得

（要素費用表示）

1兆9343億円

県民所得 財産所得

（第1次所得バランス）

2兆324億円

(控除)補助金(地方政府)

生産・輸入品に課される税（地方政府）

県民可処分所得 財産所得

2兆8043億円

生産・輸入品に課される税（控除）補助金

財産所得

県民総所得

（市場価格表示）

2兆6960億円 域外からの要素所得（純） 253億円 （推計式：県民所得（要素費用表示）－　県内純生産（要素費用表示））

県内総生産

（市場価格表示）

2兆6707億円

財貨・サービスの移出入(純)

・統計上の不突合

生
　
産
　
面

分
　
配
　
面

県内純生産（要素費用表示）

1兆9090億円 固定資本減耗

1405億円 6212億円

県内純生産（要素費用表示）

1兆9090億円

5921億円

（県内）雇用者報酬 営業余剰

1405億円

1兆3169億円 混合所得

981億円

県　内　総　生　産 中間投入

2兆6707億円 1兆9786億円

（県民）雇用者報酬 企業所得 固定資本減耗

299億円

県内純生産（要素費用表示）

1兆9090億円

（県民）雇用者報酬 企業所得

経常移転の受取（純）

1兆3123億円 1498億円 4722億円

（県民）雇用者報酬 企業所得

253億円

支
　
出
　
面

県　内　総　生　産

2兆6707億円

民間最終消費支出

1兆3123億円 1498億円 4722億円

（県民）雇用者報酬 企業所得

1兆3123億円 1498億円 4722億円 7719億円

1兆3123億円 1498億円 4722億円 1405億円 6212億円

▲2496億円

地方政府等最終消費支出 県内総資本形成

1兆5413億円 6311億円 7479億円
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県内総生産 ＝ 県内産出額－中間投入

（市場価格表示） ＝ 民間最終消費支出＋地方政府等最終消費支出＋県内総資本形成

　　　　　　　　　　　　　　　＋財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合

県内純生産

（市場価格表示）

県内純生産 ＝ 県内純生産（市場価格表示）－生産・輸入品に課される税（控除）補助金

（要素費用表示） ＝ （県内）雇用者報酬＋営業余剰・混合所得

県民所得 ＝ 県民純生産（要素費用表示）＝ 県内純生産（要素費用表示）＋域外からの要素所得（純）

（要素費用表示） ＝ （県民）雇用者報酬＋財産所得＋企業所得

県民所得

（第1次所得バランス）

県民総所得 ＝ 県民所得（要素費用表示）＋生産・輸入品に課される税（控除）補助金＋固定資本減耗

（市場価格表示） ＝ 県内総生産（市場価格表示）＋域外からの要素所得（純）

県民可処分所得

＝ 県内総生産（市場価格表示）－固定資本減耗

＝ 県民所得（要素費用表示）＋生産・輸入品に課される税（控除）補助金［地方政府］

＝ 県民所得（第1次所得バランス）＋経常移転の受取（純）
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